
事業番号 - - -

（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

情報通信技術
研究開発調査費

情報通信利用促進
支援事業費補助金

職員旅費

令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

コロナ禍による地域経済への影響は深刻化しており、地域からの情報
発信の重要性は増しているところ、放送コンテンツの海外展開は現下
の状況においても、引き続きその高い発信力から広い波及効果が見
込まれる有効な方策の一つであり、ポストコロナも見据え、放送局等
と、自治体、地場産業等が幅広く協力し、地域コンテンツの発信力の
維持・強化を図るため。

令和4年度要求

838

710

20 0077

102 1,550

2021 総務

クールジャパン、地方創生

令和3年度当初予算

60

40

2

0.5諸謝金

計

2

0.5

年度2

7 年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度

中間目標 目標最終年度

4 年度

3,703 3,903 - - -

- - 4,500

成長戦略フォローアップ(令和2年7月17日閣議決定）
知的財産推進計画2020(令和2年5月27日知的財産戦略本部
決定）
まち・ひと・しごと創生基本方針2020（令和2年7月17日閣議決
定）
総合的なＴＰＰ等関連政策大綱（令和2年12月8日ＴＰＰ等総合
対策本部決定）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

- -

-

529.5 -

500

- -

-

-

- -

102 1,550

関係する
計画、通知等

達成度

519.4

-

-

年度

-

500

-

- - - - -

- 5,000

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 億円

令和3年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

351 1,654 305 2,797 1,550

1,611 261

執行率（％） 100% 97% 86%

2025年度までに放送コンテ
ンツの海外販売作品数を
5,000本に増加させる。

放送コンテンツ海外販売作
品数

成果実績 本

目標値

平成30年度
事業終了

（予定）年度
令和7年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

放送コンテンツの海外展開を通じて、観光地や地域産品といった日本の魅力の海外発信を強化し、地域産品の販路拡大等を後押しすることにより、「クール
ジャパン戦略」、「地方の創生」、「ＴＰＰ／日ＥＵ・ＥＰＡの活用促進」等の推進を図り、我が国の経済活性化に貢献する。

前年度から繰越し - 1,450

成果実績

目標値

成果指標 単位

億円

1,450

351

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

102

2,695

令和元年度

放送コンテンツを制作する民間事業者等と、他分野・他産業（観光業、地場産業、他のコンテンツ等）、地方公共団体等の関係者が幅広く協力し、「クールジャ
パン戦略」、「地方の創生」、「ＴＰＰ／日ＥＵ・ＥＰＡの活用促進」等に資する放送コンテンツを制作、発信するとともに、様々な連動プロジェクトを一体的に展開
する取組等を支援する（補助率1／２）。

1,448 -

351

- -

▲ 2,695 -

放送コンテンツ関連海外売
上高

1,450

本

放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業
（旧　放送コンテンツ海外展開強化事業）

担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室
情報通信作品振興課放送コンテンツ
海外流通推進室

室長　村田　健太郎

事業名

会計区分

令和3年度

1,452

翌年度へ繰越し ▲ 1,450

計

令和2年度

その他の事項経費

▲ 1,450

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

202

2020年度までに放送コンテ
ンツ関連海外売上高を500
億円に増加させる。

実施方法

定量的な成果目標

平成30年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第4条第1項第59号

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
総務省情報流通行政局「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

19% 97% 17%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
総務省情報流通行政局「放送コンテンツの海外展開に関する現状分析」



定性的指標

2

施策の進捗状況（目標）

7

目標 目標年度

目標年度

放送コンテンツ関連海外売上高

放送コンテンツ海外販売作品数

実績値 本

施策 ２．情報通信技術高度利活用の推進

政策 Ｖ．情報通信（ＩＣＴ政策）

定量的指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度

測
定
指
標

目標年度

4 年度 7 年度

中間目標

海外の効果的なメディアでの継続的な放送を実施。

施策の進捗状況（実績）

ASEAN諸国を中心とする19か国・地域における地上波等の効果的
なメディアで、日本の魅力を継続的に発信する事業を採択（58事
業）。

海外の効果的なメディアでの継続的な放送を実施。

ASEAN諸国を中心とする19か国・地域における地上波等の効果的
なメディアで、日本の魅力を継続的に発信する事業を採択（58事
業）。

実績値 億円 519.4

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

平成30年度

平成30年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

放送コンテンツの海外展開を通じて、観光地や地域産品といった日本の魅力の海外発信を強化し、地域産品の販路拡大等を後押しすることにより、
我が国の経済活性化を図り、観光ビジョンや地方創生等の国家戦略にも大きく貢献する。

- 2
定量的指標

529.5

事業所管部局による点検・改善

施策の進捗状況（実績）

351/50

令和元年度

-

- 4,500

53 90 -

国
費
投
入
の
必
要
性

○

3,703 3,903 - - -

目標値 本 - - 5,000

-

施策の進捗状況（目標）

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

単位

執行額／　発信された放送コンテンツの量（時間数）

単位当たり
コスト

令和元年度 令和2年度

○

本事業は、観光地や地域産品といった日本の魅力の海外発
信を強化し、地域産品の販路拡大等を後押しすることによ
り、我が国の経済活性化を図り、観光ビジョンや地方創生等
の国家戦略にも大きく貢献するものであり、「成長戦略フォ
ローアップ」、「知的財産推進計画2020」への記載等、優先度
の高い施策として位置付けられている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

- -

目標値 億円

時間

1611/273 -

3年度活動見込

7 5

発信された放送コンテンツの量（時間数）

-

活動実績

令和2年度

百万円

50 273 -

平成30年度 令和元年度 令和2年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

時間

計算式
　　　百万円
/時間

単位

- -

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

評　価項　　目

本事業は、観光地や地域産品といった日本の魅力の海外発
信を強化し、地域産品の販路拡大等を通じて、我が国の経
済活性化に貢献するものと考えられるため、国民や社会の
ニーズを反映している。

500- -

海外展開の初期段階においては採算性が厳しく事業リスク
を払拭できないため、民間ベースで自立できるまでの間は国
による継続的な支援が必要である。

○

目標定性的指標

放送コンテンツの海外展開の
促進（放送コンテンツ関連海外
売上高）

放送コンテンツ関連海外売上高
（500億円）

放送コンテンツの海外展開の
促進
（放送コンテンツ海外販売作品
数）

放送コンテンツ海外販売作品数
（5,000本）

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

-

-

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

対象経費の２分の１又は定額を上限として支出するもので、
受益者にも相当の負担を求めており、妥当な負担関係となっ
ている。

点検結果

無

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

○

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

適正性や効率性を考慮した支出となるよう、適切な事業管理
を実施している。

放送コンテンツ関連海外売上高の成果目標については、２
年前倒しで達成した。放送コンテンツ海外販売作品数につい
ても、3,703本（2018年度）から3,903本（2019年度）へと増加し
ており、目標達成に向け順調に進捗している。

補助対象経費の費用・使途については、事業目的に即し、真
に必要なものに限定されているかを適切に審査している。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
事業者の見積りや請求書を勘案するなど、必要な精査を
行った上で補助金の額を確定しており、単価は妥当である。

○

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

補助事業者及び請負先の選定に当たっては、それぞれ公募
及び総合評価入札方式により選定しており、競争性、妥当性
を確保している。また、一者応札となったものについて、入札
辞退者にヒアリングを実施した結果、当初予定していた体制
が整わなかったため辞退したとのことであった。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

本事業によって制作費等の一部が助成された放送コンテン
ツ等により、海外における日本の地域の魅力の発信に寄与
しており、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

総務省、外務省、農林水産省、経済産業省、観光庁等の関
係省庁等が連携し、コンテンツを海外に展開する際に、日本
の各地域の魅力を併せて発信することで、地域発の商品・
サービスの需要拡大や地方への観光客誘致につなげるた
め、コンテンツ制作・現地化から発信・プロモーションまで、一
体的、総合的かつ切れ目なく戦略的に事業を実施。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

引き続き、効果的かつ効率的な執行に努める。

本事業は、放送コンテンツの発信による地域経済活性化に加え、日本に対するイメージ向上等にも寄与することが見込まれることから、優先度
が高く、国が実施する必要がある。また、民間事業者等から広く公募を行い、事業者の適格性、事業の効果・効率性等の観点から審査・選定し
た上で、適切な事業管理を行っており、事業の効率性を担保している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

国際見本市を通じた放送コンテンツの海外展開

外務省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

○

補助事業の実施に当たり、間接補助事業者の選定に当たり
公募を実施した。

総務省

事業番号 事業名所管府省名

独立行政法人国際交流基金運営費交付金

訪日外国人の食体験を活用した輸出促進事業

コンテンツグローバル需要創出促進・基盤整備事業

（独）国際観光振興機構運営費交付金（一般勘定）

本事業は令和元年度補正予算、令和２年度当初予算、令和
２年度三次補正予算で措置されており、令和元年度補正予
算及び令和２年度当初予算については、新型コロナウイル
ス感染拡大の影響により、本事業の対象国において渡航や
移動制限等を規制されている中で、事業運営スケジュール
に大幅な遅れが発生したため、事業の完了を令和３年度に
繰越しており、令和２年度三次補正予算については、先行事
業の調査結果を踏まえ、連携体制及びコンテンツ内容・発信
形態の再検討・調整が必要になったこと、かつ、事業実施に
も相当期間を要することから、事業の完了を令和３年度に繰
越している。



令和２年度の補助事業については、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、事業の完了を令和３年度に繰越しているため、資金の流れには含まれていない
が、事業としては継続して実施している。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

執
行
等
改

善

 外部有識者による点検の対象外

新たに掲げた目標である放送コンテンツの海外展開を通じて我が国の経済活性化に貢献するため、「2025年度までに放送コンテンツの海外販売
作品数を5,000本に増加させる」ことを掲げた新たな目標を達成できるよう、適正な予算執行に努める。



-

-

※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成30年度 総務省　新30-0014 - - -

令和元年度 総務省 0092

令和2年度 総務省 0084

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

総務省

261百万円

【一般競争契約（総合評価）】応札数：１社

Ａ.（一社）放送コンテン

ツ海外展開促進機構

90百万円

ローカル放送局等による放

送コンテンツの海外発信力

強化に関する調査研究

【一般競争契約（総合評価）】応札数：２社

B.（株）電通アドギア

89百万円

放送コンテンツの国際見本市におけ

る出展及び海外バイヤーとの人脈形

成支援等の実施に関する調査研究

【一般競争契約（総合評価）】応札数：2社

C.デロイトトーマツコンサ

ルティング（同）

22百万円

諸外国における放送コンテ

ンツの流通及び制作の多

様化に関する調査研究

【一般競争契約（総合評価）】応札数：１社

D.（株）三菱総合研究所

60百万円

視聴環境の多様化に対応したロー

カル放送局等のコンテンツの海外

展開戦略に関する調査研究



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
デロイトトーマツコン
サルティング（同）

7010001088960

諸外国における放送コンテ
ンツの流通及び制作の多
様化に関する調査研究の
実施

22
一般競争契約
（総合評価）

2 80.1％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）電通アドギア 1010001139760

放送コンテンツの国際見本
市における出展及び海外
バイヤーとの人脈形成支
援等の実施に関する調査
研究の実施

89
一般競争契約
（総合評価）

2 -97.5％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

ローカル放送局等による放
送コンテンツの海外発信力
強化に関する調査研究の
実施

契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1 91.6％

法　人　番　号

9010005021321 90

入札者数
（応募者数）

落札率

1

計 22 計 60

C.デロイトトーマツコンサルティング（同） D.（株）三菱総合研究所

費　目 使　途

人件費等

「ポストコロナ」時代のコンテンツ制作の変化
に関する調査、諸外国におけるコンテンツ流
通・制作への公的支援に関する比較・分析
等に関する業務

22 人件費等

視聴環境の多様化に対応した新たな放送コ
ンテンツの制作に関する調査、視聴環境の
多様化に対応した放送コンテンツのビジネス
モデルに関する調査等に関する業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費等

地域情報発信のためのローカル放送局等と
多様な主体との連携体制組成に関する調
査、地域情報の発信に資する放送コンテン
ツの海外発信における効果的な手法等に関
する調査等に関する業務

費　目

計 90 計 89

費　目 使　途

B.（株）電通アドギア
金　額

(百万円）

89

セミナー開催
費

セミナー撮影費、配信費等

放送コンテンツの国際見本市における出
展、外バイヤーとの人脈形成支援イベント及
び海外事業者とのマッチング等に関する業
務

1 -

使　途

人件費等費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

60

金　額
(百万円）

A.（一社）放送コンテンツ海外展開促進機構

89

（一社）放送コンテン
ツ海外展開促進機構

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）三菱総合研究
所

6010001030403

視聴環境の多様化に対応
したローカル放送局等のコ
ンテンツの海外展開戦略に
関する調査研究の実施

60
一般競争契約
（総合評価）

1 99％ -

チェック
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